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１．はじめに 

 食用消費に由来する環境負荷の把握を行うことは、日常生活における消費と環境の関係を捉える上で重要

である。日本においては、食料の生産に置ける環境負荷に加え、輸入等の輸送に伴う環境負荷についても相

当程度排出していると考えられるため、これらを総合的に捉えるためにライフサイクル評価（LCA）を用いる

ことが適当である。 

 一方、農業活動に伴う温室効果ガス(GHG)排出は、日本全体の環境負荷からみるとその寄与は小さいと考

えられるが、産業部門と比較すると、削減における費用対効果の大きい対策も存在するといわれている。 

 そこで本研究では、日本において消費されている主要な食料を対象に、LCA 手法を用いて、その生産・輸

送過程におけるGHG排出量を推計するとともに,農業部門を中心としたいくつかのGHG対策について、地域性

と費用対効果を考慮したポテンシャル評価を行う。 

 

2．GHG 排出量の推計 

本研究で対象とする品目は、本研究対象とする食料品目は、穀類（2品目）、肉類（3品目）、魚類（5品

目）、野菜類（14 品目）、果実類（9品目）とする。いずれも、各品類において国内での消費量の多い品目

を選定している。対象品目を表 1に示す。これらの品目について、生産・輸送および廃棄における GHG 排出

量を推計した。推計は、国内産品を中心として行ったが、小麦・牛肉・豚肉については、輸入割合が比較的

高いため、輸入品の環境負荷についても検討した。推計対象年度は 2005 年とし、可能な限り 2005 年のデー

タを中心に用いた。 

生産段階のGHG排出量推計においては、農林水産省による各品目の生産コストに関する統計データ1)-3)を 
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用いる。各品目の費目別の生産費に、3EID4)をもとにした部門別購入者価格あたりのCO2排出原単位を乗じて

算出した。ただし、排出量への寄与が大きいと考えられる光熱費・飼料費については、各生産費データに物

量ベースでの投入データがある場合、物量ベースの原単位を用いて推計した。飼料については、牧草・乾草

等の粗飼料については、別途牧草等の生産費データ3)から重量あたりの排出原単位を算出し、とうもろこし

を中心とする濃厚飼料についても、米国産を仮定し、後述の輸入小麦と同様の手法を用いて重量ベースの原

単位を推計した。各品類の環境負荷推計の対象とした費目と、用いた原単位を表 2に示す。また、農業にお

けるメタン・亜酸化窒素、畜産業におけるメタン排出についても、温室効果に対する寄与が大きいため、別

途推計した。推計方法は、日本国温室効果ガスインベントリ報告書5)に準じ、窒素肥料の施肥・作物残渣の

すき込み・家畜糞尿処理によるN2Oと、稲作・家畜の消化管発酵・家畜糞尿処理に伴うCH4を計上した。なお、

農業副産物（稲わら・家畜糞尿など）への環境負荷の配分は行わず、環境負荷はすべて主産物に負担させる

ものとした。 

表 2 使用した環境負荷原単位（国内産） 

 

表 3 使用した環境負荷原単位（海外産） 

 
 

 



輸入品の環境負荷推計を行う品目（小麦・牛肉・豚肉）については、米国産を仮定して環境負荷を推計し

た。輸入品についても、国内産と同様、CO2排出量に関しては生産費
8)に費目別の原単位9)を乗じることで算

出した(表 3)。 

輸送段階においては、卸売市場データをもとに排出量を推計した。生産・消費都道府県間の品目別輸送量

を品目別に推定し、都道府県間距離（都道府県間の道路距離を代表値として設定）と普通貨物車のトンキロ

ベースのGHG排出原単位により都道府県間輸送によるGHG排出量を算出した。また、都道府県間の輸送の他に、

県内の配送によるGHG排出として、小型貨物車による25kmの輸送を仮定して推計した。 ただし、穀類・畜産

物に関しては、都道府県間輸送量の推計に十分な資料が得られなかったため、産業連関表と 3EID4)より、各

品目の平均的なCO2排出量を推計した。輸入品に関しても、米国の生産地から輸出港までの自動車輸送と米

国からの海上輸送（穀物：ばら積み船、畜産物：コンテナ船）を計上した。 

以上の品目別の重量あたり GHG 排出量に各品目の消費量を乗じることで、主要食料の生産・輸送に伴う環

境負荷を推計した。 

品目別のGHG排出量の推計結果を図１～図 5に示す。穀物では、稲作に伴うメタンの発生が米のGHG排出量

に大きな影響を与えることが分かる。小麦では、国内産と輸入品がほぼ同等の排出となった。畜産品では、

消化管発酵や糞尿処理に伴うCH4やN2Oの占める割合が高い。輸入品との排出量の差は、国内産の飼料輸入に

よる差に加え、糞尿処理方法の違いによる部分も大きい。また、飼料の生産による間接排出も多いが、とう

もろこし等の飼料輸入に伴う輸送による排出も一定程度の割合を占めた。魚類では、養殖を除き、GHG排出

のほとんどが漁船の燃油による排出という結果となった。また、さけ漁業の定置網漁、まぐろのはえなわ漁

など、漁法の違いに由来して、品目間の差も大きくなった。ぶり類については、養殖による排出が、天然物

の漁獲による排出を上回った。野菜類・果実類では、施設野菜の加温による燃料消費により、冬季の果菜類

やみかんについて、同一品目の露地栽培の 2～20 倍の排出量となった。したがって、環境負荷の削減のため

には、稲作のメタン排出、畜産の飼料生産・輸送と糞尿処理・消化管発酵、魚類の燃油消費、施設野菜・果

実の重油消費といった排出源への対策を重点的に行う必要があるといえる。 

これら品類を合わせた排出量（なお、野菜・果実・魚介類の比対象品目については各品類の平均値を外挿

入）は、約 9.8 百万t-CO2eqとなった。品類別の構成比を図６に示す。蛋白質源である肉類、魚介類の占める

割合が相対的に多くなった。 
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図 1 穀物生産・輸送による GHG排出量 
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図 2 畜産物生産による GHG排出量 
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図 3 水産物の生産・輸送に伴う GHG 排出量 
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図 4 野菜の生産・輸送に伴う GHG 排出量 
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図 5 果実の生産・輸送に伴う GHG 排出量 
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図 6 主要食料生産・輸送に伴う GHG 排出量の構成割合 

 

 



３．環境負荷削減対策の効果 

以上のような食料生産・輸送による環境負荷を削減するために、多くの削減手法が提案されている。本稿

では、農業残渣である稲わらの利活用を取り上げ、環境負荷削減効果・費用対効果の比較を行う。取り上げ

る対策は、バイオエタノール化と粗飼料化である。対策の具体的な内容は以下の通りである。 

バイオエタノール化は、各都道府県（北海道は支庁単位）に１か所の設置を仮定する。これは比較的広域

の収集を仮定することにより規模の経済による費用逓減を想定するためである。収集対象は、発生稲わらの

うち、堆肥化等のように積極的に利用されておらず、圃場へのすきこみや焼却の行われているもの（割合は

全国一律で 74.9%10）と仮定）とし、その 7割が収集されるものとした。バイオエタノール化は硫酸法を想定

し籾殻とともに処理を行い、副産物であるリグニンは焼却して発電・熱利用を行い、プラント内でのエネル

ギー利用の一部をまかなうものとした。稲わら賦存量はNEDO10)収集コスト・環境負荷は佐賀ら11)や秋田県の

検討事例12)を、製造の環境負荷・コストは佐賀ら13)、朝野・美濃輪14)、みずほ情報総研15)を基に設定した。主

要な設定条件を表 4に示す。 

なお、施設の建設コスト・人件費は各県の稲わら利用量の関数で、平均輸送距離は各都道府県の面積に応

じて推計する。施設の建設コストは、以下の式15)で算出する。 

7.075427xy =  

ただし、xは 1日当たり原料投入量(t/day)、y は初期投資額（千円）である。 

人件費は文献14)をもとに、以下の式を用いた。 

E
EEnCL

27.0
22 )/(2.1 ∗∗∗

=  

ここで、Lはエタノール生産量あたりの人件費、Cは人件費単価（476 万円/人・年）、 は基準ケース（エ

タノール生産 2万kl/年のプラント）における人員数

2n
16)、Eはプラントの規模（年間エタノール生産量）、 は

基準ケースのエタノール生産量(2 万kl/年)である。 

2E

輸送距離は、各都道府県を正方形の格子型都市と仮定し、以下の式のような都市内の任意の 2 点間の距離

の期待値を用いる。 

5.0

3
2 AD =  

ここで、Dは片道輸送距離(km),Aは都道府県総面積(km2)である。 
 

表 4 バイオエタノール化評価の設定条件 

収集・製造諸条件 原単位 単位 出典 プロセス投入量 原単位 単位 出典 CO2排出原単位単位 出典

年間稼動日数 300 日 15) 電力 0.529 kWh/l 13） 0.379 kg-CO2/kWh

エタノール収率（稲わら） 175 ｌ/wet-t 13) 水蒸気 6.5 kg/l 13） 0.124 kg-CO2/ｋｇ

エタノール収率（籾殻） 154 ｌ/wet-t 13) 工業用水 125 kg/l 13） 0.095 kg-CO2/m
3

ランニングコスト 円/wet-t 15) 硫酸 94 g/l 13） 0.048 kg-CO2/ｋｇ

収集コスト 8750 円/wet-t 12） 生石灰 36 g/l 13） 1.12 kg-CO2/ｋｇ

軽油価格 100 円/l - プラント建設 - - - 3.24 kg-CO2/千円 4）

収集車(4tトラック）積載量 2 t - 軽油 - - - 2.62 kg-CO2/ｌ 7）

収集車(4tトラック）燃費 5 km/l -
エタノール生産量当たり
リグニン発熱量

9.6 MJ/ｌ

リグニン発電効率 24 ％
熱回収効率 50 ％

16）

13)

 
 

粗飼料化は、現在、飼料として供給されている稲わらのうち、中国・韓国等から輸入されているものを、

国産稲わらに置き換えるものである。これにより、稲わらの輸送に伴う環境負荷が削減されることになる。

稲わらの収集に関する環境負荷は国産・輸入バイオエタノール化と同様とし、輸入はコンテナ船輸送による



ものとして、2006 年実績による国別輸入量で輸出国別環境負荷を加重平均することにより、算出した。コス

トは輸入品の輸入価格(CIF価格)と国内産の生産者価格19)20)を比較した。表 5に主要な設定条件を示す。 
 

表 5 粗飼料化評価の設定条件 

 
 

また、両対策ともに、稲わらが圃場外に持ち込まれることにより、圃場へのすき込みによる有機物の投入

が減少する。本稿では、これを補うために畜産堆肥の投入を仮定した。稲わらをすき込むと、水田土壌にお

いて稲わら中の有機物が嫌気分解することにより、メタンが排出される。そのため、すき込みを行う水田は、

堆肥施用の水田に比べメタン発生が少ない。そのため、米の生産・輸送におけるGHG排出のうち高い割合を占

める農地からのメタン排出が減少する効果も期待される。堆肥生産の環境負荷は、畜産廃棄物処理に帰属さ

れるとして算入せず、堆肥の輸送にかかるCO2排出（4tトラック、積載率 100％で 50km輸送）を考慮した。 

バイオエタノール化・粗飼料化の環境負荷削減効果の比較を図 7に示す。バイオエタノール化は、都道府

県ごとに算出しているが、ここでは新潟県での推計結果を用いた。稲わら現物 1kgの利活用によるGHG削減効

果は、バイオエタノール化が 0.28kg-CO2eq、粗飼料化が 0.19kg-CO2eqとなった。バイオエタノール化がガソ

リン燃焼の回避に加え、稲わらすき込み回避による効果が大きい。仮に国産稲わらの利用可能量の 70％をバ

イオエタノール化した場合、約 150 万t-CO2eqのGHG削減が見込まれる。また、日本が輸入している稲わら類

(16.1 万t,2008 年)をすべて国産稲わらに代替した場合、未利用稲わらの 2.3％が利用され、3.4 万t-CO2eqの

削減となる。 

バイオエタノール化のコストは、各都道府県を対象に試算した結果、ガソリン換算で 178～223 円/lとなっ

た。図 8に、環境負荷削減の費用対効果として、ガソリン価格が 120 円/l,150 円/l,200 円/lの場合における

GHGの削減費用を示す。ここでは、都道府県別に供給コスト、LC-GHG排出量の推計を行い、ガソリン価格との

差によりライフサイクルGHG1t-CO2あたりの削減費用を算出している。未利用稲わらの 70％をエタノール化し

た場合、ガソリンの発熱量換算で 57 万kl程度の供給ポテンシャルがあるが、各都道府県の状況（施設規模、・

輸送距離）により高コストの県と低コストの県では 20 千円/ t-CO2程度の削減費用の差があることがわかる。

しかし、現状のコスト構造においては、ガソリン価格がいずれのケースにおいても費用効果的とはいえない。

稲わらエタノールのLCAとしてあまり考慮されてこなかった、稲わらのすき込み回避による効果を考慮しても、

国産稲わらのエタノール化が費用効果的な対策となるためには、更なるコスト削減が必要であるといえる。 

飼料化については、2006 年の輸入価格と国産生産者価格の差額は 2.2 円/kgであり、これを削減費用とし

て考えると、10.3 千円/t-CO2となる。しかし、粗飼料の自給には飼料の安定供給・輸入価格による畜産経営

の安定といった効果を狙って行われており、GHG削減をそれらの効果に付随するものとして考えると、費用対

効果は必ずしも低くはないと考えられる。 
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図 7 稲わらの利活用による環境負荷削減効果の推計結果 
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図 8 稲わらのバイオエタノール化の費用対効果の推計 

 

4. まとめ 

本研究では、生産費調査を中心とした比較的簡便な LCA を用いて、日本における食料消費における温室効

果ガスの発生構造を明らかにした。そのうえで、稲作における残渣すき込みによる GHG 排出の削減を考慮し

て、稲わらの利活用による GHG 削減対策の効果を LCA 手法を用いて評価した。その結果、 

①畜産物では飼料の生産に加えて、飼料の輸入にかかる GHG の寄与が大きい。 

②野菜・果実では温室加温栽培品は、同一品目の露地栽培品の 2～20 倍の GHG を排出する。 

③米栽培ではメタンの寄与が大きい。 

④魚類では、養殖を除いて漁船の燃料による排出がほとんどを占める。 

ことがわかった。 

また、稲わら利活用効果の推計では、1kg あたりの稲わら利用に対して、エタノール化の GHG 削減効果が

粗飼料化よりも高いものの、費用対効果の観点からは、エタノール化のコストが低減しなければ飼料化が優

位である可能性が高いことを示した。 



 今後は、環境負荷やコスト評価の条件等をさらに精査し、評価の信頼性を高めることが課題である。また、

本稿では稲わらの利活用対策のみしか取り上げることができなかったが、さらに多彩な対策を横断的に評価

し、食料消費に伴う環境負荷削減の、より費用効果性の高い対策を抽出し、環境負荷削減施策の方向性につ

いて提案していきたい。 
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